


























































































































































Q，資本を K，敷地面積を L とおく。開発業者の生産技術が次のようにあら
わされるものとしよう。
Q = Q(θKK, θLL) (1)










q = q (θKk, θL) (2)
ただし，q = Q/L，k = K/Lである。ここで，dq(·)dk = qk > 0，
d2q(·)
dk2 = qkk < 0
を仮定しよう。ただし，関数 q(·)の下付の添え字は当該変数での微分を示して
いる。開発において，業者は市場で決まる資本のレンタル価格 iと地代 r に直
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面しており，床面積の賃貸によって床面積あたり R の賃料を得る。いま，床
面積と敷地面積の比 (q)を容積率，敷地面積あたりの資本投下量 k を資本－土





Rq − ik − r
s.t. q(θKk, θL) = q, and q  q¯
二つ目の制約条件に対応する乗数が正のとき，指定容積率 q¯は拘束的 (q = q¯)
であり，規制水準の限度まで床面積を供給するので q(θKk, θL) = q¯ が成立し，
資本-土地比率 k は所与の (θK , θL, q¯) によって一意に定まる。また，同時に
i > Rqk(θKk, θL) が成立する。一方，容積率規制が拘束的でないとき，資本-




kB(q¯, θK , θL) 規制は拘束的






Rq¯ − ikB(q¯, θK , θL) 規制は拘束的
Rq(θKkN (R, i; θK , θL), θL)− ikN (R, i; θK , θL) 規制は非拘束的
(4)
事業所用に土地を開発しない場合の土地の機会費用を rA とすると，r  rA の












= 1/qk > 0 (5)
∂kB
∂θK
= −k/θK < 0 (6)
∂kB
∂θL






されると k は増大する。したがって，θK の上昇は k を低下させる（6）。建ぺ
い率規制が緩和され θL が上昇すると，実効的な土地投入量が増加するため，
生産関数が上方にシフトする。容積率規制が拘束的ならば，θK が一定でもよ





kB + − −
kN · − +
規制が非拘束的なケース
容積率規制が非拘束的なケースでは，利潤が最大となるように qおよび kが




= −1/θK < 0 (8)
∂kN
∂θL







とは逆に，規制水準 θL の緩和は k を上昇させる。
3.3 事業所のオフィス立地
この節では事業所のオフィス立地行動を描写する。企業が立地の対象として







区の労働者数ベクトルをN = {N1, N2, · · · , NJ} ，地区 j, k 間の移動距離を
djk とおくとき，地区 j における労働投入の効率性指標は













数の増加が効率性を高めるので，∂νj/∂N > 0 である。また，djj = 0 およ


















フィス床面積 s，労働 n を投入して y を生産する地区 j における代表的企業
のオフィス業務生産関数は，立地点によって業務の効率性に差異があるため
yj = F j(s, n) となる。具体的には，企業の実効労働力が労働者の集積度に
よって決まる生産技術を考え，(10),(11),(12)の各式を利用して次のように定
義する。









s.t. A(Zj)f(s, νj(N)n) = yj









い。言いかえれば，費用フロンティアは (W,N , Zj)と Rj の対応関係も示し
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ていることになる。Rj について解くと，次の付け値賃料関数が定義できる。







仮定 1 : 他の都市からこの都市への労働人口の流入はなく，利用可能な雇用
量が一定である．
仮定 2 : オフィス・ビルの開発業者は同質的であり，それぞれの地区において
集計的に床面積が生産される．
仮定 3 : それぞれの地区で利用可能な敷地面積は一定で，便宜上 1に等しい．
したがって，任意の地区 j において床面積供給量は容積率 qj に等しい．




s˜j = s˜(Rj ,W, νj(N)) =
s(Rj ,W, νj(N), A(Zj), yj)





s˜j = s˜(W,ν(N)Zj) (16)
と表そう．このとき，地区 j におけるオフィス床面積の集計需要は Nj s˜j と表
現できる．床面積の供給は規制が拘束的なとき qj = q¯j であり，非拘束的なと
き (3) と (14) を利用して qj = qj(R, θKj , θLj) = qj(W, ν(N), Zj , θKj , θLj)
となる．ただし，仮定より資本のレンタル価格は外生変数なので明示的に記さ
ない。
いま，J 個の区画のうち j = 1, 2, · · · , B の区画において規制が拘束的で，
B + 1, B + 2, · · · , J の区画において非拘束的であるものとし，少なくとも一
つの区画で規制が拘束的であるものとしよう．
地区 j のオフィス・床面積および労働の需給方程式は
Nj s˜(W, ν(N), Zj) =
{
q¯j (j = 1, · · · , B)




Nj = N¯ (18)
となる。N¯ は都市全体で利用可能な労働人口であり，仮定より外生変数であ
る．(17)，(18)における J + 1本の方程式システムから内生変数 (N ,W ) が
決まる．すなわち，規制水準 q¯B = (q¯1, q¯2, · · · , q¯B)′ ，θK = (θK1, · · · , θKJ)′
，θL = (θL1, · · · , θLJ)′ を所与とするとき，もしこのような経済の市場均衡が
存在すれば
N∗j = N
j(q¯B ,θK ,θL, N¯) (j = 1, 2, · · · , J)




















変更に関する比較静学分析をおこなう。(N ,W ), (q¯,θK ,θL) を全微分すると
次の方程式が得られる。
ΛjNˆj + (1− Γj)
J∑
m=1
νjmNˆm + ΓjWˆ =
{
ˆ¯qj (j = 1, · · · , B)
XKj θˆKj + XLj θˆLj (j = B + 1, · · · , J)




























































) , ηj =
{















E = diag(Λ) + (I − diag(Γ ))ν
ν = a · diag(N)D,
Λ = (Λ1, · · · , ΛJ )′, Γ = (Γ1, · · · , ΓJ)′, M = (N1/N¯, · · · , NJ/N¯),
Nˆ = (Nˆ1, · · · , NˆJ)′, ˆ¯q = (ˆ¯q1, · · · , ˆ¯qB , 0, · · · , 0)′,
















とする。ここで，I は J × J の単位行列，diag(·)は対角行列，D = [Djm]は
Djm = exp(−δdjm)を要素とする行列である。











ここで，F = − (ME−1Γ )−1 のスカラー値である。これを利用すると規
制の変更が労働者分布や賃金率に与える効果を計測できる。例えば，Nˆ =
E−1{I − ΓFME−1}qˆ より，地区 m での容積率規制の緩和や強化の相対
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変化が地区 j の労働者数変化率に与える効果（Nˆj/ ˆ¯qm）を求めることがで
きる。また，Wˆ = FME−1qˆ より，地区 m での容積率規制の緩和や強化
の相対変化が賃金の変化率に与える効果（Wˆ/ ˆ¯qm）を求めることができる。
ˆ¯qj′ = θˆKj′ = θˆLj′ = 0, j




















ここで，ψjm は J × J の行列E−1{I −ΓFME−1} の j 行m列要素であり，
ωm は 1× J の行列 FME−1 のm列要素を示している。
5 厚生分析





j(Nj y˜j − ikj − rAj ) と定義できる。ここで，












よって計測できることがわかる。いま，容積率規制水準を ˆ¯qb = dq¯bq¯b × 100%だ









































■仮定 3 つの地区間には一定の距離があり，d12 = d21 = d23 = d32 =
1, d13 = d31 = 2および djj = 0とする。すなわち，地区 2を中心にして地区
1および地区 3が距離 1で隣接しており，地区 1と地区 3の間の距離は 2であ










て，N2  N1 = N3 となる均衡が得られる。混雑効果がある場合は，企業集積
が生産性を低下させる効果を併せ持つので，付け値賃料を低下させる。この場
合，ν2  ν1 = ν3 であっても周辺の企業集積に対する近接性に優れているた
め，N2  N1 = N3 となる均衡が得られる。
上述の体系において，土地利用規制のうち容積率規制だけが課された状況に
おける規制変更の効果を調べるために，地区 2においてのみ指定容積率 q¯ が拘
束的となるケースを考える。すなわち，N2s˜2 = q¯ とする。この体系から決ま










命題 1 次の条件を満たすとき detE は負である。
i) νjj > 
ν
jm
ii) Λj  0
iii) Γj  0






している。条件 iii) は (1 + ζj)σj + ηjζj  0 と書くこともできる。ここで，
ζj
1+ζj










(N1, N2, N3,W )を変化させることによって，三つの地区の開発業者と事業所
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のオフィス立地に影響を与える。このとき，地区 2の指定容積率 q¯ の水準を変
化させた場合の効果は次のようにまとめられる。












































ので，資本レンタル価格一定のもとで地区 1 と 3 の資本－土地比率は増加す
る。地区 1と 3では資本の限界生産性が高まるので，床面積供給は増大し，オ























































































j = −c であ



































A0 = 1.0, c = 2,
α = 0.2, (ζ = 4) σ = 0.8,
a = 1.0, δ = 1.0,
β0 = 0.85, β = 0.5, i = 0.03, θK = θL = 0.8　∑
j
Nj = N¯ = 25, rAj = 0




きないものとする。3 行 3 列目の番地区画はこの業務地区全体の中心になる
（平均移動距離が最小となる）第 13番目の区画である。また，1行 1列目と 5
行 5列目の番地区画，および 1行 5列目と 5行 1列目の番地区画において移




なる。また，25区画の労働者数の標準偏差は SD(N) = 0.92である。開発が
自由な競争市場における，実効容積率は図 2のように分布し，第 13番目の区
画において最大の q13 = 1161.14となる。
いま，第 13番目の区画の容積率を q¯13 = 1000となるように，都市計画者が
恣意的に規制するものとしよう。規制の有無によって都市構造がどのように変
化するのかを表 2に示した。このとき中心部への集積が抑制されるので，労働


















a = 1.0, c = 2.0, σ =0.8




















a = 1.0, c = 2.0, σ = 0.8
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表 2 規制緩和の効果
規制あり 規制なし 変化率 (%)
q 1000.00 1161.14 16.1
SD(N) 0.86 0.92 .
W 79.98 84.69 5.9∑
rj 979.10 985.22 0.6
Sˆ . . 6.5
表 3 建ぺい率規制の変化
θL 0.5 0.6 0.7 0.8
W 68.5 73.9 79.2 84.7
SD(N) 0.78 0.83 0.87 0.92
者分布は若干平準化され，25区画の労働者数の標準偏差は SD(N) = 0.92か
ら SD(N) = 0.86 に変化する。また，集積の経済が失われることによって賃
金率W，地代収入も低下する。賃金率と地代収入の変化額を利用して余剰変
化を計測すると，規制によって 6.5%下落することがわかる。すなわち，容積
率規制水準を 1%だけ強化すると，Sˆ/qˆ = 0.40より，約 0.4%都市の付加価値
が減少する。なお，このケースは混雑の外部不経済を上回る集積の利益が都市
全体で発生しているときだけで成立する。








力性 σ に大きく依存する。図 3は近接性の利益 aと労働者数のばらつき具合
を調べたものであり，a = 1.33において労働者数の標準偏差は最大に達する。
a < 1.33の領域では，労働者の分散がおこり平準化される傾向にある。なお，
この設定では a > 1.6において安定的な実数解は得られない。
また，混雑率 cの値が大きくなると，集積の経済を減殺する混雑の外部不経









い。図 5は代替の弾力性 σ と労働者のばらつき，賃金率指数（σ = 0.8の水準
で基準化した値）の関係を計測したものである。賃金率と代替の弾力性との間
には単調な関係の存在が期待できるが，労働者数のばらつきを見ると，集中と






図 3 近接性の利益 aと労働者数のばらつき
























図 4 混雑率 cと賃金率


















図 5 代替の弾力性 σ と労働者のばらつき，賃金率



























SD(N) Wage − Index
















a = 1.0, c = 2.0, σ = 0.3
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